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I.　は　じ　め　に
　2002年の中国貿易総額は，前年比21.8％増の6,208億ドルと，初めて6,000億ドルを突破した。
　輸出入別の内訳を見ると，輸出が前年比22.3％増の3,256億ドル，輸入が21.2％増の2,952
億ドルとなり，いずれも20％以上の伸びを示した。貿易黒字額は304億ドルと，前年より増
加した。WTO の発表によれば，世界における中国の貿易総額順位は2000年の 7 位，2001年
の 6 位から，2002年には米国，ドイツ，日本，フランスに次ぐ 5 位に上がった。
　その中で，2002年の中日貿易総額は1,015億ドルと，好調な日本企業の対中投資を背景に
初めて1000億ドルを突破し，4 年連続過去最高額を更新した。これにより日本の貿易総額全
体に占める中国の割合は，2001年の11.8％から1.7ポイント増の13.5％と過去最高になった。
日本の対世界貿易が 2 年連続で減少するなか，中日貿易は拡大が続いている。
　中日経済が比較生産費に従う貿易と直接投資の拡充を通じて，大きく前進してきた。中国
と日本の貿易関係においては，日本の中国への直接投資が中日貿易の重要な促進要因になっ
ていると考えられる。
II.　中日間輸出入の SAS による因子分析
　なぜ中日間の貿易がそんな大きな発展ができたのか。ここで，中日間の輸出入額をデータ
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として，SAS による因子分析してみたい。以下は，工業製品と食料品を分析対象とし，1995
年から2000年までの各年における日本の対中輸入と対中輸出（米ドルベース）をデータとし
ている。
1.　日本の対中輸出の因子分析
　以下は日本の対中輸出の因子分析である。
　回転前の因子分析
　以上は日本の中国向け主要輸出品である。続いて，日本の主要輸出品のデータに基づいて，
SAS により因子分析を行う。分析の［出力結果］は以下に示される。 
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表 1　日本の中国向け主要輸出品
（単位：100万ドル）
00年99年98年97年96年95年品　　目
1261009411011994食 料 品
2,6332,5672,1332,5402,6092,369繊 維 製 品
3,0893,0112,3112,2092,0492,039化 学 製 品
393384358340336261非金属鉱物
2,5972,5462,2942,4412,3853,107金 属 製 品
1,6751,5411,5031,7281,6722,351鉄 鋼
7,3254,9404,7005,2376,3646,060一 般 機 械
6,1735,9484,7194,8524,6294,810電 気 機 械
8217908771,077912942輸送用機械
825815675637515432精 密 機 械
18572,2251,8562,3131,9391,817そ の 他
304312486721520234842352924282合　　計
（資料）稲恒　清『中国情報ハンドブック』〔2000年版〕蒼蒼社　512ページ。
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　次に，以上の［出力結果］について説明する。
　　総分散＝ 6，平均＝ 1 の相関行列の固有値では，元の変数の相関行列の固有値が示さ
れている。この固有値によれば，第 1 因子は5.8399であるが，第2因子は0.1189で 1 以下であ
る。このことは，もとのデータの情報が，第1因子に97.33％が集中して，第2因子にはわず
か1.98％しか集められていないことを示している。この場合，第2因子モデルが不適合である
ため，解釈結果と現実は一致しないことがあれば，中止にする。ここでは，仮に第2因子モ
デルが適合として，分析作業を続ける1
）
。
―　　―84
1） 柳田義章著『労働生産性の国際比較研究』文真堂　2002年　15－16ページ。
図 1　プロット： Factor1*Factor2. 使用するプロット文字：code の値
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　Factor Pattern は，第 1 因子及び第 2 因子の因子負荷量の推定値である。
　Factor Pattern によると，第 1 因子は，各変数において，因子負荷量の係数は，全て正で
ある。即ち，第 1 因子の値が大であれば，各変数の値も大であり，その値が小であれば，各
変数の値も小である。したがって，第 1 因子は，全期間にわたる貿易額の数値の大・小であ
ることを表している2
）
。
　そうすると，全期間において各年度の貿易額の数値が大きければ，後に示される各オブザ
ベーションの因子得点が高くなり〔＋表示〕，各年度の貿易額の数値が小さければ，各オブ
ザベーションの因子得点が低くなる〔－表示〕，というように説明される。
　同じく，Factor Pattern によると，第 2 因子は，期間の前半（X1, X2）の因子負荷量の係
数は正で，期間の後半（X3, X4, X5, X6）の因子負荷量の係数は負である。そこで，第 2 因
子を期間の前半（X1, X2）の貿易拡大・貿易縮小にすると，期間の前半（X1, X2）で，貿
易拡大であれば，第 2 因子の因子得点が大となり〔＋表示〕，貿易縮小であれば，第 2 因子の
因子得点が小となる〔－表示〕，と説明される。
　因子得点プロットについて説明する。
A 第 1 象限［Factor 1；全期間貿易拡大（＋），Factor 2；期間の前半で貿易拡大（＋）］
〔p, n, k〕
B 第 2 象限［Factor 1；全期間貿易拡大（＋），Factor 2；期間の前半で貿易縮小（－）］
〔q, l〕
C 第 3 象限［Factor 1；全期間貿易縮小（－），Factor 2；期間の前半で貿易縮小（－）］
〔t, s〕
D 第 4 象限［Factor 1；全期間貿易縮小（－），Factor 2；期間の前半で貿易拡大（＋）］
〔o, r, j〕
　上述の出力結果を整理すると，1995年から2000年までの期間において，貿易額の大きい品
目は，第 1 象限及び第 2 象限に対応して点在しており，貿易額の小さい品目は，第 3 象限及
び第 4 象限に対応して点在している。
　第 1 象限は，全期間で貿易が拡大し，期間の後半での貿易縮小の要因が強い品目である。
この象限に属する品目は，日本にとって比較優位品目に対応するもので，競争力のある品目
である。期間の後半で貿易縮小傾向を持続すると，比較優位性が弱わくなり，比較劣位とな
る可能性がある。
　第 2 象限は全期間で，貿易が拡大し，期間の後半での貿易拡大要因が強い。この象限に属す
る品目は，日本の比較優位品目に対するものである。日本は競争力を持っている品目である。
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2） 柳田義章著前掲書16－17ページ。
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　第 3 象限は，全期間で貿易が縮小し，期間の後半で貿易拡大傾向にある品目である。基本
的には，中国に対する比較劣位品目に対応するものであるが期間の後期で，貿易拡大傾向を
持続すると，比較優位に転化する可能性がある。
　第 4 象限は，全期間で貿易が縮小し，期間の後半の貿易縮小要因が強い品目である3）。日
本にとって，比較劣位な品目である。
　以上，第 2 因子モデルが成立すると仮定して，分析を行ってきたが，分析結果と現実が基
本的には，一致することが分かった。次に，分析結果によって，更に，1995年から2000年ま
で日本の対中輸出動向を検証していきよう。
　因子得点から見ると，対中輸出における上位 5 品目は，電気機器，一般機械，化学
製品，金属及び同製品，繊維及び同製品で，全て正である。これら 5 品目の全体に占め
る比率は80.6％であった。主要商品別動向は以下のどおり。
　（1）　電気機器では，半導体等電子部品が24億1,736万ドル（47.1％増），音響・映像機器の
部品が8億5,451万ドル（35.1％増）と大幅に増加した。世界的な IT ブームの中，中国が IT
関連商品の生産基地となっており，日系，欧米系，台湾系の IT 関連企業への同部品供給が
増加した。また，中国国内での消費拡大もこの背景にある。通信機も中国の携帯電話の爆発
的な普及に伴い，6 億1,800万ドル（95.5増）と急増した。
　（2）　金属及び同製品では，鉄鋼が21億3,813万ドル（38.8％増）と急増した。中国の家電，
コンピュータの輸出増に伴い，中国での生産が容易でない高品質の薄板などの需要が高まっ
たためである。
　（3）　化学製品では，繊維の中間材料などとして有機化合物の需要が高まり，16億4,959万
ドル（34.75増）となった。また，プラスチックが14億4,176万ドル（29.8増）と大幅に増加
した。プラスチックのもととなるコンパウンドの輸出が好調だった。
　（4）　一般機械では，原動機，荷役機械，加熱用・冷却用機器，建設用・鉱山用機械の需
要が横ばいとなっているが，精密機器では，IC の回路パターンの焼付けに用いられるステッ
パーなど科学光学機器が11億6,158万ドル（54.8％増）と大幅に増加した。
　（5）　繊維及び同製品は，25億6,709万ドル（20.3％増）とプラスに転じた。
　以上からみると，分析結果と検証結果が一致である。すなわち，第 1 因子は，全期間にお
いて各年度の貿易額が大きければ，因子得点が高くなる（＋表示）。各年度の貿易額が小さ
ければ，因子得点が低くなる（―表示）。第 2 因子は，期間の前半で貿易拡大であれば，因子
得点が大となり（＋表示），貿易縮小であれば，因子得点が小となる（－表示），と論証でき
る。
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3） 以上は柳田義章著前掲書18－21ページを参考。
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　　回転後の因子分析（バリマックス法）
　次に，因子分析をさらに進めて，SAS により，バリマックス法を使って，因子分析をやっ
てみたい。出力結果は以下通りである。
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図 2　プロット： Factor1*Factor2. 使用するプロット文字：code の値
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　以下は，バリマックス法による結果について説明する。
　　2 つの因子の分散を示す「Variance　explained　by　each　Factor」で，第 1 因子が
2・9836，第 2 因子が2・9752であり，総分散 6 の内5・9588，即ち，99・15％を説明してい
る。また，2 因子の共通性は80％以上で，2 因子モデルで十分説明することができる。
　　Rotated Factor Pattern によれば，第 1 因子は期間の前半に大きな因子負荷量を持ってお
り，第 2 因子は期間の後半に大きな因子負荷量を示している。そこで，第 1 因子を期間の前半
の貿易拡大・縮小要因，　第 2 因子を期間の後半の貿易拡大・縮小要因，と解釈する。
　　因子得点プロットから，以下情報が得られる。
A 第 1 象限［Factor 1；期間の前半で貿易拡大（＋），Factor 2；期間の後半で貿易拡大
（＋）］〔p, k〕
B 第 2 象限［Factor 1；期間の前半で貿易拡大（＋），Factor 2；期間の後半で貿易縮小
（－）］〔o, n〕
C 第 3 象限［Factor 1；期間の前半で貿易縮小（－），Factor 2；期間の後半で貿易縮小
（－）］〔r, j, s, m〕
D 第 4 象限［Factor 1；期間の前半で貿易縮小（－），Factor 2；期間の後半で貿易拡大
（＋）］〔t, q, i〕
　以上のデータ分析は，全体としては貿易拡大・縮小の傾向を示している。
　第 1 象限は，期間の前半・後半で貿易が拡大した品目である。この象限に属する品目は，
日本にとって比較優位に対応する品目で，競争力のある品目である。
　第 2 象限は，期間の前半で貿易拡大し，期間の後半で貿易縮小した品目である。この象限
に属する品目は，日本の比較優位に対応するが，後半の期間での貿易縮小傾向を持続するな
らば，比較劣位へと転化するおそれがある。
　第 3 象限は，期間の前半及び後半で貿易が縮小した品目である。
　第 4 象限は，期間の前半で貿易縮小し，期間の後半で貿易拡大した品目である。この象限
に属する品目は，日本の比較優位に対応するであるが，後半の期間での貿易拡大傾向を持続
すれば，輸出が更に増加するであろう4
）
。 
―　　―89
4） 以上は柳田義章著前掲書21－26ページを参考。
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2.　日本の対中輸入の因子分析
　続けて，日本の対中輸入の因子分析を行う。
　回転前の因子分析
　以上は日本の中国から主要輸出品である。続いて，日本の主要輸入品のデータに基づいて，
SAS により因子分析を行う。分析の［出力結果］は以下に示される。
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表 2　日本の中国から主要輸入品
（単位：100万ドル）
00年99年98年97年96年95年品　　目
5,2745,2064,6015,0415,0544,708食 料 品
1,2671,2561,1061,4801,4751,364原 料 品
1,2781,3491,4672,4192,4042,097鉱 物 性 燃 料
6786597681,6131,6751,533原 油
136122711009848石 油 製 品
1,3281,3361,3061,4721,4011,324化 学 製 品
14,25013,16010,94612,38113,62712,355繊 維 製 品
12,35911,4409,40710,45311,67410,483衣 類
918911821928841769非 金 属 鉱 物
1,6031,5601,4871,9061,4942,203金 属 製 品
10,37810,3158,6548,7567,3235,158機 械 機 器
3,9697,7006,5047,4796,9145,944そ の 他
55,30155,01447,13854,02853,98047,986合　　計
（資料）稲恒　清『中国情報ハンドブック』〔2000年版〕蒼蒼社　513ページ。
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　次に，以上の［出力結果］について説明する。
　　総分散＝ 6，平均＝ 1 の相関行列の固有値では，元の変数の相関行列の固有値が示さ
れている。この固有値によれば，第 1 因子は5.8676であるが，第 2 因子は0.0817で 1 以下で
ある。このことは，もとのデータの情報が，第 1 因子に97.79％が集中して，第 2 因子にはわ
ずか1.36％しか集められていないことを示している。この場合，第 2 因子モデルが不適合で
あるため，解釈結果と現実は一致しないことがあれば，中止にする。ここでは，仮に第 2 因
子モデルが適合として，分析作業を続ける。
　　Factor Pattern は，第 1 因子及び第 2v 因子の因子負荷量の推定値である。
　Factor Pattern によると，第 1 因子は，各変数において，因子負荷量の係数は，全て正で
ある。即ち，第 1 因子の値が大であれば，各変数の値も大であり，その値が小であれば，各
変数の値も小である。したがって，第 1 因子は，全期間にわたる貿易額の数値の大・小であ
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図 3　プロット： Factor1*Factor2. 使用するプロット文字：code の値
中日貿易の成長と課題
ることを説明できる。
　そうすると，全期間において各年度の貿易額の数値が大きければ，後に示される各オブザ
ベーションの因子得点が高くなり〔＋表示〕，各年度の貿易額の数値が小さければ，各オブ
ザベーションの因子得点が低くなる〔－表示〕，というように説明する。
　同じく，Factor Pattern によると，第 2 因子は，期間の前半（X1, X2）の因子負荷量の係
数は正で，期間の後半（X3, X4, X5, X6）の因子負荷量の係数は負である。そこで，第 2 因
子を期間の前半（X1, X2）の貿易拡大・貿易縮小にすると，期間の前半（X1, X2）で，貿
易拡大であれば，第 2 因子の因子得点が大となり〔＋表示〕，貿易縮小であれば，第 2 因子の
因子得点が大となる〔－表示〕，と説明する。
　　因子得点プロットについて説明する。
A 第 1 象限［Factor 1；全期間貿易拡大（＋），Factor 2；期間の後半で貿易縮小（－）］
〔p, q, u, j〕
B 第 2 象限［Factor 1；全期間貿易拡大（＋），Factor 2；期間の後半で貿易拡大（＋）］
〔t〕
C 第 3 象限［Factor 1；全期間貿易縮小（－），Factor 2；期間の後半で貿易拡大（＋）］
〔0, r, n〕
D 第 4 象限［Factor 1；全期間貿易縮小（－），Factor 2；期間の後半で貿易縮小（－）］
〔l, m, s, k〕
　上述の出力結果を整理すると，1995年から2000年までの期間において，貿易額の大きい品
目は，第 1 象限及び第 2 象限に対応して点在しており，貿易額の小さい品目は，第 3 象限及
び第 4 象限に対応して点在している。
　第 1 象限は，全期間で貿易が拡大し，期間の後半での貿易縮小の要因が強い品目である。
この象限に属する品目は，中国にとって比較優位品目に対応するもので，競争力のある品目
である。期間の後半で，貿易縮小傾向を持続すると，比較優位性が弱わくなり，比較劣位と
なる可能性がある。
　第 2 象限は全期間で，貿易が拡大し，期間の後半での貿易拡大要因が強い，つまり貿易拡
大傾向にある品目である。この象限に属する品目は，中国の比較優位品目に対するものであ
る。中国は競争力を持っている品目である。
　第 3 象限は，全期間で貿易が縮小し，期間の後半で貿易拡大傾向にある品目である。期間
の後半で，貿易拡大傾向を持続すると，比較優位に転化する可能性がある。
　第 4 象限は，全期間で貿易が縮小し，期間の後半の貿易縮小要因が強い品目である。中国
にとって，比較劣位な品目である。
　以上，第 2 因子モデルが成立すると仮定し，分析を行ってきたが，分析結果と現実が基本
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的には，一致することが分かった5
）
。
　次に，分析結果によって，更に，1995年から2000年まで日本の対中輸入動向を検証してい
きよう。
　因子得点からみると，対中輸入における上位5品目は，繊維製品，機械機器，食料品，
金属及び同製品，鉱物燃料で，全て正である。
　（1）　繊維製品は，131億5,998万ドルと，引き続き大幅な伸びを示した。
　（2）　機械機器では，音響映像機器が18億5,311万ドルと顕著な伸びを示した。パソコンな
ど事務用機器も15億2,267万ドル（21.5％増）と増加した。
　（3）　食料品は，20億8,630万ドル（18.6％増）と大幅に増加した。
　（4）　金属及び同製品と鉱物性燃料は，減少の傾向が続いている。
　前述のように，第 1・2 因子モデルは，同様に成立できる。
　　回転後の因子分析（バリマックス法）
　次に，因子分析をさらに進めて，SAS により，バリマックス法を使って，因子分析をやっ
てみたい。出力結果は以下通りである。
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　バリマックス法による結果について説明する。
　　2 つの因子の分散を示す「Variance explained by each Factor」で，第 1 因子が5・
8676，第 2 因子が0・0817であり，総分散 6 の内5・8676，即ち，97・79％を説明している。
しかし，第 2 因子の共通性は僅か1・36％で，第 2 因子モデルで十分説明することができな
い。その時，仮に第 2 因子が成立させ，分析作業を続行する。
　　Rotated Factor Pattern によれば，第 1 因子は期間の前半に大きな因子負荷量を持って
おり，第 2 因子は期間の後半に大きな因子負荷量を示している。そこで，第 1 因子を期間の
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図 4　プロット： Factor1*Factor2. 使用するプロット文字：code の値
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前半の貿易拡大・縮小要因，　第 2 因子を期間の後半の貿易拡大・縮小要因，と解釈する。
　　因子得点プロットから，以下情報が得られる。
A　第 1 象限［Factor 1；期間の前半で貿易拡大（＋），Factor 2；期間の後半で貿易拡大
（＋）］〔p, q, u, j〕
B　第 2 象限［Factor 1；期間の前半で貿易拡大（＋），Factor 2；期間の後半で貿易縮小
（－）］〔t〕
C　第 3 象限［Factor 1；期間の前半で貿易縮小（－），Factor 2；期間の後半で貿易縮小
（－）］〔0, r, n, k, s, m〕
D　第 4 象限［Factor 1；期間の前半で貿易縮小（－），Factor 2；期間の後半で貿易拡大
（＋）］〔l〕
　第 1 象限は，期間の前半・後半で貿易が拡大した品目である。この象限に属する品目は，
日本にとって比較優位に対応する品目で，競争力のある品目である。
　第 2 象限は，期間の前半で貿易拡大し，期間の後半で貿易縮小した品目である。この象限
に属する品目は，日本の比較優位に対応するであるが，後半の期間での貿易縮小傾向を持続
するならば，比較劣位へと転化するおそれがある。
　第 3 象限は，期間の前半及び後半で貿易が縮小した品目である。
　第 4 象限は，期間の前半で貿易縮小し，期間の後半で貿易拡大した品目である。
　以上から見ると，回転前の因子分析とバリマックス法による因子分析との結果はほとんど
同じであることを判断できる6
）
。
　日中貿易の因子分析を通して，1995年から2000年までの日中貿易が急速成長要因は以下品
目の輸出・入の拡大である。
　　日本の対中輸出は，工業製品がほとんどで，中でも一般機械・電気機器類が高いシェ
アを占めている。
　　日本の対中輸入の大半は，労働集約的製品に占められている。
　　日本の対中輸出は，WTO による工業製品の関税引き下げの品目である。
III.　中日貿易の発展要因及び課題
1.　中日間の貿易拡大の要因
　1980年代以降，中国の改革開放の推進や経済の高成長などの背景に，日中貿易は目覚しい
発展を遂げてきた。貿易統計によると，1980年に94億ドルしかなかった日中貿易額は，2000
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年には858億ドルへと 9 倍にも拡大してきた。
　さらに，中国のWTO加盟に伴い，貿易面では，工業製品に関する関税の大幅引き下げ，輸
入許可・輸入割当等非関税障壁の削減などの約束が履行されることから，日本からの高付加
価値製品・部品を中心に輸出の増加は拡大している。また，輸入は現地生産品・開発輸入品
を中心に大幅な伸びを維持していくと思われる。
　その一方，中国の労働集約型産業の輸出を中心に引き続き高い伸びを継続している。既に
家電製品やパソコンやその周辺機器の生産では，中国が世界の中心になりつつある。そうす
れば，製品の日本向け輸出や電子部品の日本からの輸入増加が予想される。また，中長期で
は，乗用車を中心とした自動車及び関連分野の生産・販売が大きな発展を遂げ，中国の経済
発展を促進していくものと考えられる7
）
。
　こうした状況を総合的に見ると，今後10年間では，中国から日本への輸入全体で年平均
10％以上の伸び率が継続していくと予想する。この試算では，10年後の日本の対中貿易赤字
は900億ドルとなり，2000年の 3 倍強，2000年の日本の対米貿易黒字（700億ドル）の規模を
上回るレベルとなる。
　前述のように，中日貿易の成長要因はその主要産業における輸出・輸入とも増大すること
になる。中国と日本の貿易関係においては，直接投資が貿易の重要な促進要因になっている。
　直接投資の拡大は貿易を拡大する効果をもつ。その効果は貿易を説明するほかの要因，す
なわち，賃金格差や為替レートよりも，大きい可能性もある。
　日本の対中輸出入について見てみると，いずれにおいても日本の各産業における対中投資
の増大が日本の中国からの輸入増大を説明する有力な要因になっていることが見て取れる。
また，日本の製造企業全体の直接投資が，日本の対中機械輸出を促進する効果ももっている。
これは直接投資に伴って現地工場で使う機械設備が日本から輸出されることが多いためであ
る。
2.　今後の中日貿易の展望と課題
　1979年の改革・開放政策の導入以降，中国は目覚ましい経済発展を遂げてきた。中国経済
の世界におけるプレゼンスは着実に大きくなり，2002年の中国の輸出額が世界全体に占める
シェアは5.6％となった。アメリカでは対中輸入額が対日輸入額を，日本では対中輸入額を上
回った。
　中日間の輸出入構造も大きく変化してきている。特に著しく変化したのは，対中輸入品目
構造である。90年代に入って機械機器分野の対中生産シフトが増加したこともあり，2002年
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には繊維製品に代わって最大の輸入品目となった。実証分析によれば，基本的に技術レベル
の異なる製品が貿易されている。
　中日貿易の成長要因の 1 つに，日本の対中直接投資がある。90年代前半までは逆輸入を目
的とした繊維分野への投資が多かったが，後半になると，電機や輸送機器分野への投資が多
くなった。最近の特徴は中国市場への販売を目指した投資が増加していることであり，また
中国で操業している企業にも，現地販売を拡大する傾向が見られる。中国における所得水準
の上昇と規制緩和の進展がこの背景にある。
　今後は，日本企業の現地市場を目指した投資の増加や現地での事業拡大により，日本から
の部品や資本財の輸出がさらに誘発されることや，中国の購買力の上昇に伴って日本製製品
に対する需要が拡大することなどから，日本の対中輸出は高水準で伸びる可能性がある。
　日本にとっては中日間の関係が基本的に相互補完関係であることを踏まえ，拡大均衡をめ
ざすことが重要である。中国との相互依存を強めながら，国内の産業構造をいかに高度化さ
せるかが日本のこれからの課題となろう。
お　わ　り　に
　中国は1979年に改革開放路線に転じて以来，外国直接投資の投入によって急速な雁行型
キャッチアップ工業化を短期間に成功させつつある。WTO への加盟も実現した。加工農産
物や労働集約的な繊維製品からはじめ，鉄鋼・化学，電気製品，さらに IT 製品に及ぶいわ
ば総花的工業化・輸出主導急成長を（1960～1970年代の日本と同様に）達成し，今や「世界
の工場」に躍進した。
　この圧縮された飛躍は，雁行型発展論の変質をせまるわけではない。むしろ発展の国際的
伝播が成功し，中日経済が同質化したこと，従って，同質化の矛盾を打開しアジア地域経済
を活性化する方策を要求すべき段階に到達したことを意味する。そのため，産業内水平貿易
を推進しなければならない。
　中国は「世界の工場」に躍進した結果，日本（アジア諸国）が，低廉な中国製品の洪水に
見舞われ，輸入超過に苦しむ懸念があることである。実際はそうではない。対中貿易は輸出
も輸入も急速に伸びている。高度成長を持続するのに，中国の輸入需要は，食料，エネル
ギー，鉄鋼，基礎化学品，さらに生活向上用各種消費材など驚くほど膨大である。外資依存
の総花的工業化には，技術，原材料，部品，機械設備の大量な輸入も不可欠である。中間財
輸入と製品輸出，廉価品輸入と高級品輸出という各種産業内水平貿易を中日間で拡大する余
地は一番に大きい。
　中日経済が比較生産費に従う貿易と直接投資の拡充を通じて，お互いに切り離しえないほ
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ど統合し一体化することによって，アジア地域自由貿易圏が構築される。
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